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エグゼクティブサマリ(マレーシアを取り巻くマクロ概況)

ASEAN概況・
マレーシアの
位置付け

• 人口構成上の平均年齢が若く、20代を中心とした若い世代の労働力をベースに中長期的な経済成
長が見込まれる

• ASEAN諸国では言語・ルーツ(民族)・宗教などのバックグラウンドが地域により全く異なり、消費の様相
が各国内でも多様

• LCCなどの交通手段の発達によって、ASEANの中間層が海外旅行を楽しめるようになり、アジア圏内・
ASEAN圏内での人々の流動性が高まっている

• 経済水準の比較的高い国々を中心に、ショッピングモールやスーパー、コンビニエンスストアなどの近代小
売が大きく浸透している

• 1人当たりGDPはもとより、国民に占める中間層以上の所得層比率など一般的な経済指標で見ると、
マレーシアはASEANにおいてシンガポールに次ぐポジションに位置しており、東南アジア市場進出への企
業戦略上、重要な位置にある

 経済的にも地政学的にも「ASEANのゲートウェイ」と呼べる国

マレーシア
概況

• 民族構成はマレー系が約6割を占めるが、経済の中心は中華系マレーシア人が担っており、所得水準
にも格差が生じている

 経済活動が発展する上位3州および首都クアラルンプールは中華系マレーシア人が集積

• イスラム教が国教と定められており、マレー人は原則、イスラム教を信仰することが求められる

 ただし、近年の若年層を中心に、宗教が国政で定められることに懐疑的な層も存在

• 年間可処分所得が35千USドル超の富裕層人口がASEANでシンガポールに次いで最も多く、中間
層割合が約64%と厚い

• 2013年7月以降のビザ解禁後、マレーシア人の訪日客数は急増し、日本への関心が高まる

• 所得向上や健康意識の向上、SNS浸透や海外旅行者増加による海外情報の充実により、食をとり
まく環境と業態変化は先進国に近い様相を見せ始めている
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エグゼクティブサマリ(マレーシアにおける小売・外食)

• マレーシアの小売業界は上位3社を外国系資本グループの近代小売(Daily Farm, TESCO, 
AEON)が占めている

原則、食品売場は「通常コーナー(ハラール)」と「ノンハラール」のコーナーに分けられているが、酒
類等の陳列棚が店舗によって異なるなど、店舗戦略とハラール解釈によって対応は分かれている

• 食品を購買する際に重視することは、食材への信頼性(ムスリムにとってはハラール含む)と鮮度。チャネ
ルとしては利便性の高いスーパーマーケットが圧倒的に多く、小売の近代化が反映

小売

日系小売

• 日系小売店は1980年代から進出が進み、イオンとセブンイレブンは営業基盤とシェアを確立

• 日系小売は非ハラールコーナーを「ポークフリー&アルコールフリー」の売場として設置しており、ハラール認
証マークがある商品とない商品が混在している状況。ハラール認証は必要不可欠ではないとの意見

外食

• マレーシアは外食文化が根付いており、外食チェーンの多くはハラール対応と宅配・持帰りｻｰﾋﾞｽを実施

• 外食場所の決定要因としては、味・評判が良いことが最も重視され、ハラールレストランであること/ハ
ラールメニューがあることは、ムスリムにとって重要な事項ではあるが、最優先の事項ではない

ポークフリーレストランをムスリムが利用している光景も見られる

日本食

• 現地日本食レストランは近年では、①大衆化②専門店化③郊外拡散④現地人経営店の増加、の
動きが顕著

• 日本食は販売先も増加し、業態や種類が多様化しており人気も高いが、現地中間層には高価格のイ
メージがあり、一般普及には至っていない

なお、一部の日本食レストランは、ハラール認証取得により、マレー系中間層顧客の増加を実現
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エグゼクティブサマリ(品目別調査サマリ)

牛肉 調味料 菓子

•牛肉は自給率が低く、ハラール対応を積
極的に行う豪州産が人気

 ムスリムには自国産も好まれ、
自宅での牛肉消費も見られる

•中華系富裕層を中心に豪州産Wagyu
が外食店において消費されており、味への
評価が高い

• 「神戸牛」の認知度が既に高く、解禁後
の和牛需要は富裕層中心に見込まれる

•ムスリムにとっては、ハラール牛肉であること
は重要だが、認証機関/認証マーク有無
に拘りがない層も約4割存在

•日本産調味料は醤油・みそに加え、エス
ニック文化であることを反映して香辛料
(わさび・唐辛子)の人気も高い

 自宅で和食を調理する際に使
用されている

•独自の日本食材として認知されている、
「カレー」・「マヨネーズ」の人気も高い

•味の良さに加え、ハラールであることはムス
リムにとって購買判定時の重要要素だが、
認証機関/認証マーク有無に拘りがない
層も約4割存在

現地調査・
消費者

アンケート調査
結果

•全体的にチョコレートの人気が高く、友人・
家族との楽しみとして菓子を消費する習
慣が見られる

 健康志向が高まっており、人工
添加物フリー・低糖需要も存在

•日本製菓子は中間層にも手が届きやすく、
「抹茶味」・「Chateraise」・「ポッキー」・
「チーズタルト」等が人気

•味の良さに加え、ハラールであることはムス
リムにとって購買判定時の重要要素だが、
認証機関/認証マーク有無に拘りがない
層も約3割存在

SNS分析
結果

• 「Wagyu」・「神戸牛」の投稿が圧倒的
な数を占める

• “Wagyu”を食している投稿者は中華系
富裕層が中心で、マレー系やイスラム教
徒の投稿はごく少数

•消費シーンはほぼ外食であり“Wagyu”を
専門にして提供している店は、高級店が
中心

•外国産Wagyuを日本産と勘違いして消
費している状況も伺える

•投稿に関して際立った属性(所得・人種・
宗教)の特徴は見受けられない

•カレー・味噌の投稿が上位で、日本独自
の食材として認知。カレーはイスラム教徒
の投稿はほとんどない

•わさび、味噌、醤油など日本を代表する
調味料は、日本料理とともに活用され
SNSで投稿

•日本製のマヨネーズに関して味の評価は
高い

•菓子全体の傾向として、際立った属性
(所得・人種・宗教)に対する特徴は見受
けられない

•抹茶味・ケーキ・アイスクリームの投稿が上
位。味では「抹茶味」、メーカーでは
「Chateraise」、ブランドでは「ポッキー」が
上位

•日本の菓子は無名スナック菓子であっても、
おおむね味に対する評価が高い
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エグゼクティブサマリ(輸出拡大に向けた全体方針)

想定
ターゲット層

• 20代～30代を中心とした中間層以上の若年層

 現状、所得水準の高い中華系に加え、購買力の増加が見込まれる
マレー系(ムスリム) もターゲットに含む

選定理由

• 平均年齢が28歳と人口構成が若く、若い世代の労働力を中心に中長期的な経済成長が見込ま
れる

• 中華系若年層は食べ物に関する宗教的制約が少なく、また所得水準も比較的高いため、日本産
品・日本食に対するメインのターゲットとなる

• マレー系若年層(ムスリム)は、ハラールを重視するものの、マークの認証機関や認証マークの有無に拘
らない層も一定数存在するなど、個人としての宗教の捉え方の意識変化や、SNSやLCCの発達によ
る情報量・国際間移動量の増加から、他文化に触れる機会が増え、ハラールに対する柔軟性が増
す可能性がある

• 糖尿病・肥満を中心とした生活習慣病がマレーシア国民の間では深刻化し、健康志向が高まってお
り、健康イメージの高い日本食品・日本食の潜在性が見込める

 ビザ解禁後、訪日客が急増しており、日本への関心も高まっている

全体方針

• 中間層以上の需要が期待できる、日本製加工食品(菓子・調味料等)及び輸出未解禁ながら、富
裕層需要が見込める日本産牛肉を中心に、品目別にターゲットを詳細化した上で、ハラール対応の
必要性を明らかにする(次頁参照)

 牛肉に関しては、ムスリムではない中華系富裕層が主たるターゲットとなるが、輸出の前提と
して、JAKIMまたはJAKIM公認団体の認証マークが必要

 加工食品に関して、マレー系をターゲットとする場合、 JAKIMまたはJAKIM公認団体の認
証マーク取得が基本となるが、認証機関/認証マーク有無に拘りがない層も一定数存在
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エグゼクティブサマリ(輸出拡大に向けた品目別方針)

《輸出未解禁》 牛肉 調味料 菓子

有望商品
•和牛
(神戸牛をはじめ、訪日時の消費含めて
認知度が既に高い)

•味噌・醤油など伝統調味料

•カレー・マヨネーズ

•わさび

•抹茶味の菓子・アイスクリーム

•スイーツ・チーズタルト

• 「Chateraise」・「ポッキー」

有望チャネル •高級日本食レストラン

•高級スーパー・百貨店

•一般向けスーパー

•日本食レストラン

•高級スーパー・百貨店

•一般向けスーパー

想定ターゲット •中華系富裕層
•自宅調理を行う中間層以上
(民族不問)

•中間層以上
(民族不問)

ハラール認証の
重要性

•必要
(想定ターゲット層にムスリムは少ないが、
輸出する上でハラール認証が前提)

•必要
(アッパーミドル層にはマレー系ムスリムも一定人口
含まれ、成分上購入できない商品あり)

•必要
(アッパーミドル層にはマレー系ムスリムも一定人口
含まれ、成分上購入できない商品があり)

必要なハラール
認証の種類

• JAKIMまたはJAKIM公認団体の認証
• JAKIMまたはJAKIM公認団体の認証が
基本であるものの、他の認証団体のもの
も一定容認

• JAKIMまたはJAKIM公認団体の認証が
基本であるものの、他の認証団体のもの
も一定容認

輸出拡大の
方向性・

課題

•中華系富裕層が主たるターゲットであり、
ハラール認証の必要性・訴求力は弱いが、
輸出する上で認証取得が前提

•豪州産Wagyuが浸透しており、日本産
と勘違いして消費しているケースも存在す
るため、認知度向上のためのプロモーショ
ンが必要

•自宅調理を行う中間層以上には一定の
ムスリム人口がおり、マーケット拡大にはハ
ラール対応が必要

•日本からの輸入品となるため、販売価格
帯はある程度高額となり、高付加価値/
高額輸入食品を扱う小売店へのアプロー
チと、消費者への認知度向上が必要

•日本産菓子類は味の評価が高く、多少
価格は高いが中間層にも手が届く範囲の
ため、マーケット拡大は可能

•味の評価は高いため、現在ブランド認知さ
れている「Chateraise」や「ポッキー」以外
にも、ブランド名=日本のイメージにつなが
るブランド育成やプロモーションが必要
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背景・目的

• 2017年2月、JAKIM公認の日本の認証団体が、2団体から6団体へと拡大した。
背景には、マレーシア側は自国の経済成長に貢献できる非イスラム国家との関係
強化が、日本側はマレーシア向けハラール認証の機運が高まっている可能性があ
り、今後の経済活動の相互影響が注目される

• ただし、ハラール認証の取得に際しては、企業側の時間的・コスト的負担が大きい
のが実情であり、マレーシアへの日本産食品の輸出拡大に向けて、ハラール認証
取得の必要性について吟味する必要がある

• マレーシアにおけるハラール食品市場については、ジェトロを含め複数の機関が調
査を実施しているが、最新の市場状況を一元的に反映した資料は存在しない

 また、各機関の調査内容は市場概況、ハラール認証制度、現地流通/小
売状況調査が主であり、消費者意識調査が限定的

背景

• 日本産食品の輸出拡大に向けて、マレーシアにおける食品市場調査を実施し、
特に、日本からの輸出が期待されている、牛肉(現状は輸出未解禁)、加工食品
(調味料・菓子)を中心に、ターゲットの行動特性、消費実態、ハラール認証の必
要性等を明らかにする

目的
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ASEANとマレーシアの消費市場 - 東南アジア諸国連合 (ASEAN) とマレーシア

図表1: ASEAN (東南アジア諸国連合) 加盟国地図
本章ではマレーシアの消費トレンドや動向に関して、東南アジア

諸 国連 合 (Association of Southeast Asian Nations:

ASEAN) 諸国と比較をする形で、整理を行う。

1961年にタイ、フィリピン、マラヤ連邦 (現マレーシア) の3カ国に

よって結成された東南アジア連合 (Association of Southeast

Asia: ASA) をその前身とするASEANは2017年1月現在、インド

ネシア、シンガポール、ブルネイ、ベトナム、ミャンマー、ラオス、カンボ

ジアを加えた10カ国による東南アジア地域の経済・社会・政治・安

全保障・文化に関する地域協力機構となっている。

ASEAN加盟各国の経済状況は国ごとに大きく異なるが、そのう

ち特に経済水準の高い国々は消費市場としても注目を集め、日本

の企業の事業活動にとってもその重要性を日に日に増している。

図表2、図表3に各国の経済水準ならびに各国と日本との間の

貿易統計を 示すが 、 日本企業の事業活動に とって は 特に

「ASEAN6カ国」と総称されることの多いシンガポール、マレーシア、

タイ、インドネシア、フィリピン、ベトナムの6カ国が重要な国となってお

り、ASEAN各国の消費に関する分析においてはこれら6カ国のみを

対象とすることも多い*。

図表2: ASEAN各国の一人当たりの名目GDP

(USD、2015年)

ブルネイ

マレーシア

タイ

インドネシア

フィリピン

ベトナム

ラオス

ミャンマー

カンボジア

52,887.77

30,993.11

9,500.52

5,742.42

3,362.36

2,862.90

2,088.34

1,786.94

1,212.77

1,144.49

シンガポール
他のASEAN諸国との比較を通じてマレーシアの消費市場

の特徴を捉えることを目的とする本章においても、以降は

ASEAN10カ国のうちこれらの6カ国を主な対象とする。

以降、本報告書内において「ASEAN地域」「ASEAN圏」

「ASEAN各国」「東南アジア圏」「東南アジア地域」「東南ア

ジア各国」といった用語は特に断りがない場合これらの6カ国を

指すものとする。

タイ

図表3: 日本・ASEAN間輸出入額 (百万USD、2015年)

マレーシア

インドネシア

シンガポール

ベトナム

フィリピン

ブルネイ

ミャンマー

カンボジア

ラオス

日本への輸出額

日本からのの輸入額

98 (2013
年)
105

19,741

27,989

18,999

12,006

18,014

11,547

15,219

19,871

14,675 (2014年)

12,532

12,381

9,487

3,911 (2014年)

120

688 (2013年)

1,066

345 (2014年)

302

* 例として、観光庁「訪日外国人消費動向調査」

http://www.mlit.go.jp/common/001032137.pdf
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前頁の図表2に示した一人当たりGDPという指標は、そのエリアに

おける経済水準を把握する上で非常に重要な指標であるが、この

数値を国ではなく都市という単位で見た場合、(調査機関や計算方

式、時期が異なるため比較する際には注意が必要であるものの) 国

全体でみた場合と大きく数値が異なることが図表5よりわかる (これま

で掲載してきた図表内では鍵となる数値が大きい順に国を並べて表

示してきたが、以降、特に断りのない限り図表中の国の順番は国の

一人当たりGDPが高い順 (シンガポール→マレーシア→バンコク→イ

ンドネシア→フィリピン→ベトナム) に統一することとする)。

図表2と図表5を見比べると、都市部における一人当たりの経済

水準は、その国全体の数値より明らかに大きくなっていることがわかる

(さらにいえば、ジャカルタとマニラのように、都市単位の数値と国全体

の数値とで順位が入れ替わるといったことが生じ得る)。

このように、国という単位で計測された経済指標やその他の定量

的な数値をもとに、国という単位でその特徴を捉え、推量し、判断す

るということがしばしば行われるが (当然この報告書も例外ではない)、

国ではなく都市という単位で人々の生活や消費の状況を捉えること

により、国として捉えた際とはまた別の意味を見出すことも可能となる。

図表5: 各都市の一人当たり購買力平価GDP (USD、2014年)

ASEANとマレーシアの消費市場 - 都市のパワー

図表6: 都市化率と一人当たりGDP 

既に見てきた一人当たりGDPという指標はもとより、このあと

の分析で見ていくように、国によって文化や経済水準が大きく

異なるASEANにおいて、国という単位でそれぞれの共通点や

差異を理解することは非常に重要であるが、一方で、日本発

の商品やサービスなどが消費をされるのはそれぞれの国の中で

も特に都市部であることが多いのもまた事実である以上、しば

しば都市という視点に立ってこの地域の市場を捉えることも重

要である点を強調しおく。

これまで、1人あたりGDPという指標を用いて国や都市とい

う単位でASEAN地域の経済水準をとらえてきたが、一般的

に国の一人当たりGDPの水準は各国の都市化の進展に相

関があると言われている (図表6)。都市化の指標である「都

市化率」とは、その国総人口に占める都市人口の割合のこと

を指し、一般的に先進地域の都市化率は高く、途上地域は

低くなる (図表6の散布図における各データの決定係数R2は

0.9527である)。ASEANにおいては今後も一人当たりの経

済水準と都市化が (相関関係を維持しつつ) さらに進展して

いくことが予想される。

シンガポール

クアラルンプール (マレーシア)

バンコク (タイ)

ジャカルタ (インドネシア)

マニラ (フィリピン)

ホーチミン (ベトナム)

28,076

19,705

9,984

14,222

8,660

66,864

図表4: 高層ビルが立ち並ぶシンガポール都心部
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図表9: 各国平均年齢 (2015年)

図表10: 各国人口ボーナス期

人口ボーナス期とは、総人口に占める生産年齢

(15歳以上65歳未満) 人口比率の上昇が続く、もし

くは絶対的に多い時期で、この時期には生産、経済活

動に携わる人口が増加するため経済の労働供給力が

高まり、それが当該地域の成長へと寄与することになる。

また、高齢者の比率が低いこの期間は社会保障費な

ど、国民の負担も抑制しやすい。消費の面では、働く世

代の拡大により住宅費を始めとした消費支出全般の

増加が見込まれ、まさに経済のベースが堅調に成長を

する時期といえる。図表10に示した通り、マレーシア、

フィリピン、ベトナムではあと約20年以上もこの人口ボー

ナス期が持続することが予想されている。

1人あたりGDPという経済水準とともに重要なのがボリューム感と

いう観点での各国の人口に水準である。国単位で見た場合、東南

アジア圏においてはインドネシアが圧倒的な人口規模を誇るが、一

方で、1人あたりの経済水準では圧倒的であるシンガポールは、人

口500万人超と小さいことがわかる (国全体の人口と都市の人口

で調査機関、時期が異なるため注意が必要である)。

これらの国や都市に住む／集まる人々の特徴はなんといっても圧

倒的な「若さ」にあると言って良いだろう。図表9に示したとおり、マ

レーシア、インドネシア、フィリピンの3カ国の平均年齢は20歳代と

なっている。

国の平均年齢が若いということは、若い世代の労働力をベースに

中長期的に経済の成長が見込まれる、ということである。具体的な

数値で理解するために、図表9で示した「平均年齢」という現時点に

おけるスナップショットとは別に、それぞれの地域における今後の経済

の高成長を支える要件の一つとなる「人口ボーナス期」について触れ

ておきたい。

ASEANとマレーシアの消費市場 - 若い国々

図表7: 旧正月を祝福する若者たち (マレーシア)

図表8: 各国並びに都市の人口 (千人、2015年)

257,564

シンガポール

マレーシア

タイ

インドネシア

フィリピン

ベトナム

5,604

5,472 (2014年)

30,331

6,118 (2014年)

67,959

15,567 (2014年)

32,183 (2014年)

100,699

12,856

93,448

8,205 (2014年)

国の人口

都市 (首都) の人口

シンガポール

マレーシア

タイ

インドネシア

フィリピン

ベトナム

28.5

38.0

27.8

24.2

30.4

40.0

シンガポール

マレーシア

タイ

インドネシア

フィリピン

ベトナム
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このようなASEANの若い国々において、自分たちの消費にお

金をつかうことができる人々が増加している。前述した一人当た

りGDPと並んで各国の経済水準を評価する上で非常に重要と

なる世帯あたり可処分所得という指標とともに各国における「中

間層 (= ミドルクラス)」の立ち上がりを確認しておきたい (図表

12) 。

一般的に、世帯あたり可処分所得で階層を分ける場合、一

家計あたりの年間可処分所得が5,000ドル未満の層を「低所

得 層 」 、 5,000 ド ル 超 35,000 未 満 の 層 を 「 中 間 層 」 、

35,000ドル超の層を「富裕層」と分類する (特に「富裕層」の

言葉の定義などが日本人から見た一般的な生活感覚とは異な

るかもしれないが、あくまでも標準的な所得階層分類である)。

また、年間可処分所得15,000ドルを境に中間層を「上位中

間層 (アッパーミドル)」と「下位中間層 (ロウアーミドル)」に分け

ることもある。

ASEANとマレーシアの消費市場 - 立ち上がるミドルクラス。5億7千万人の中間層市場を狙え。

図表11: 外資系のコスメショップで買い物をするひとびと (マレーシア)

シンガポール

マレーシア

タイ

インドネシア

フィリピン

ベトナム

1,643 (99.2%)

2,063 (99.5%)

6,532 (91.0%)

9,393 (98.8%)

15,476(68.7%)

23,558(92.3%)

39,863(61.7%)

70,994(94.3%)

14,351(66.8%)

30,116(95.0%)

9,696 (36.6%)

25,555(80.3%)

図表12: 各国所得階層別世帯数の推移

数値は中間層と富裕層の合計世帯数並びに総世帯数に占め

る割合

(上段: 2015年、下段: 2030年)

2015年時点で、マレーシア、シンガポールの2カ国は中間層

以上の人口比率が既に90%を超えており、国の消費水準の高

さが伺える。残りの4カ国のうち、タイ、インドネシア、フィリピンの3

カ国は中間層以上の比率が60%台、ベトナムは30%台となっ

ているが、これらの数値感覚を抑えておくことは、前述した一人

当たりGDPと並んで各国の消費の水準とその差を把握するうえ

で非常に重要である。

2030年には、各国においてさらに中間層以上の所得階層が

占める比率が高まり、対象の6カ国全てにおいて中間層以上の

人口比率が90%を超える。すなわち、これらのASEAN6カ国全

体に暮らす人々のうち9割以上が中間層以上の所得層となり、

これまで以上に購買力を高めていくのである。

国際連合経済社会局人口部による報告書 “World

Population Prospects The 2015 Revision” によれば、

2030年におけるASEAN6カ国の人口は6億3千万人以上に

拡大すると予想されている。図表12は世帯数をベースにした統

計となるため一概にこの数値を人口に当てはめることはできない

が、「9割」という数値を単純に当てはめた場合、5億7千万人

規模の中間層市場が2030年のASEANに存在していることに

なる。

これから先、ASEAN圏の人々の若さと、中間層を中心とした

消費パワーの高まりが、同地域における人々の生活スタイルを大

きく特徴づけていくことは間違いないだろう。食や美容、ファッショ

ン、ヘルスケア、エンタテインメント・コンテンツといった、「お財布に

余裕が出てきた」ASEAN中間層の消費の特徴をしっかりと捉え、

この地の消費者に必要とされるサービスや商品を開発・提供す

ることで自らのビジネスを拡大していくことが日本企業に求められ

ているのである。
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図表14: 各国基礎情報

各国の文化的な側面についてもまとめておきたい 。

ASEANはしばしば「モザイク市場」と評されるが、それは図表

14を見れば一目瞭然で、国や地域ごとに使われる言語、暮

らす人々のルーツ (民族)、宗教などのバックグラウンドが全く

異なることに起因している。

地理的な距離の近さを理由にASEANの各国をひとまとめ

にラベリングすることは簡単であるが、国ごとに、また、(例えば

シンガポールやマレーシアの言語／民族構成／宗教を見れ

ば分かる通り) 一つの国の中においても当たり前のように多種

多様な人々が暮らしているのである。

ASEANとマレーシアの消費市場 - 人々の多様性 - モザイク模様のASEAN

図表13: マレー系、中華系の存在が目立ちがちなマレーシアでも、インド系のお祭りの準備は一年の恒例行事となっている (マレーシ

ア)

言葉や民族、宗教が異なれば、当然仕事の方法や生活スタイル、

消費の傾向なども異なってくる。シンガポールやマレーシアのように多

くの言語や民族、宗教を抱える国やその都市のあり方は、例えば

(誤解を恐れずに言えば) 日本のように圧倒的なマジョリティから形

成されている都市やそのエリアにおける消費のあり方とは当然異なっ

てくるだろう。頭では理解していても実際にビジネスを行う際に、こう

した点を実践に結びつけていくことはそう簡単ではなく、机上の調査

だけではなく現地に足を運び、現地の人々と直接コミュニケーションを

取り、生活感覚を身につけるといったことも、日本の企業にとっては

必要になってくるだろう。

政治体制 民族 言語 宗教 主な産業

シンガポール 立憲共和制 中華系: 74％
マレー系: 13％
インド系: 9％

マレー語 (国語)
英語 (公用語)
中国語 (公用語)
マレー語 (公用語)
タミール語 (公用語)

仏教
イスラム教
キリスト教
道教
ヒンズー教

製造業(エレクトロニクス、化学関連、バイオメディカル、
輸送機械、精密器械)、商業、ビジネスサービス、運輸・
通信業、金融サービス業

マレーシア 立憲君主制 マレー系: 67％
中国系: 25％
インド系: 7％

マレー語 (国語)
中国語
タミール語
英語

イスラム教: 61％
仏教: 20％
儒教・道教: 1.0％
ヒンドゥー教: 6.0％
キリスト教: 9.0％
その他

製造業(電気機器)、農林業(天然ゴム、パーム油、木
材)及び鉱業(錫、原油、LNG)

タイ 立憲君主制 大多数がタイ族。
その他華人，マレー族等

タイ語 仏教: 94％
イスラム教:5％

農業は就業者の約40％弱を占めるが，GDPでは12％
にとどまる。一方，製造業の就業者は約15％だが，
GDPの約34％，輸出額の90％弱を占める。

インドネシア 大統領制・共和
制

大半がマレー系
(ジャワ，スンダ等約300種族)

インドネシア語 イスラム教: 88.1％
キリスト教: 9.3％
(プロテスタト 6.1％、
カトリック 3.2％)
ヒンズー教: 1.8％
仏教: 0.6％
儒教: 0.1％
その他: 0.1％

製造業 (輸送機器、飲食品など): 23.71％
農林水産業 (パーム油，ゴム，米，ココア，キャッサバ，
コーヒー豆など): 14.33%
商業・ホテル・飲食業: 14.60％
鉱業 (LNG，石炭，ニッケル，錫，石油など):
10.49％
建設: 10.05％
運輸・通信: 7.39％
金融・不動産・企業サービス: 7.65％
サービス: 10.98％

フィリピン 立憲共和制 マレー系が主体。
ほかに中国系、スペイン系及び
これらとの混血並びに少数民族。

フィリピノ語 (国語)
英語 (英語)。
その他80前後の言語が存在。

カトリック: 83%
その他キリスト教: 
10%
イスラム教: 5％

農林水産業 (全就業人口の約27％が従事)
近年、コールセンター事業等のビジネス・プロセス・アウト
ソーシング(BPO)産業を含めたサービス業が大きく成長
(全就業人口の約56％が従事)(2016年1月)

ベトナム 社会主義共和国 キン族 (越人): 約86％
他に53の少数民族

ベトナム語 仏教
カトリック
カオダイ教他

農林水産業、鉱業、軽工業
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ASEAN圏においては格安航空会社 (Low-Cost Carrier) の

発展によって、特に国をまたいだ都市間の移動へのハードルが一気

に下がり、人々の流動性が高まっている。

「移動へのハードルが下がった」ことをより実感するため、一例として、

本調査対象地域であるフィリピンの首都、マニラからアジア太平洋の

各都市への飛行時間と航空運賃をプロットしたものが図表15である。

マニラからはASEAN地域内はもとより、東京やソウルまでも含めて

4時間圏内におさまり、短時間で国境を超えて移動できることがわか

るが、それ以上に、ほぼすべての航路に2万円以下のチケットが「当

たり前のように」存在することが近年のASEAN地域における航空事

情の大きな特徴である。ここで表示した金額は特別なディスカウント

などが適用されていない一般的な料金であり、LCCの発達した地域

における、国をまたいだ空の移動へのハードルの低さ (時間、コスト)

があらためて浮き彫りになった形だ。

ASEANが、国や地域ごとの文化的なバックグラウンドの差異を

ベースに「モザイク」という言い方をされることがあると前頁において述

べたが、近年、このモザイクのASEAN市場を特徴づけている「多様

性」にオーバーラップするように、LCCなどの交通手段の発達によって

顕在化しつつあるのが人々の「流動性」である。この「流動性」を、

「モザイク」に対して「マーブル」と表現しても良いかもしれない。

いまやマレーシア企業の雄であり、クアラルンプール国際空港を拠

点にアジア中に路線を張り巡らせるLCC、エアアジアの企業タグライ

ン “Now Everyone Can Fly (今や、誰もが空を飛べる)” は、

ASEANの中間層の人々が空の旅を楽しめるようになったという「流

動性」を文字通り体現するものとなっている。

実際、ASEAN圏のLCC便は年々その本数を増やしており、

2014年10月時点で、世界のLCC航路ベスト10 (座席数ベース)

のうち、6つのルートをASEAN圏内のルートが占めている (図表17)。

ASEANとマレーシアの消費市場 - 人々の流動性 - マーブル模様のASEAN

図表15: マニラから各都市への飛行時間と航空

運賃

(2015年11月25日時点調べ、2016年1月25

日の

片道航空運賃価格。2万円以下の航路を赤で

表示)

図表16:エアアジアの機体に書かれた

“Now Everyone Can Fly” のタグライン

図表17: 座席数ベースでの世界LCCルートトップ10

(2014年10月6日～12日における座席数 )

出発地 目的地 座席数

1 シンガポール・チャンギ空港
ジャカルタ・スカルノ・ハッタ

国際空港
47,350

2 シンガポール・チャンギ空港 クアラルンプール国際空港 43,200

3 ドバイ国際空港 クウェート国際空港 39,508

4 クアラルンプール国際空港 バンコク・ドンムアン空港 33,250

5 クアラルンプール国際空港
ジャカルタ・スカルノ・ハッタ

国際空港
29,910

6 バルセロナ = エル・プラット空港 ロンドン・ガトウィック空港 27,506

7 ドバイ国際空港 ドーハ国際空港 25,568

8
マニラ・ニノイ・アキノ

国際空港
シンガポール・チャンギ空港 22,988

9 シンガポール・チャンギ空港
バンコク・スワンナプーム

国際空港
22,680

10 ダブリン空港 ロンドン・スタンステッド空港 21,564
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図表20: 各国の業態別利用率 (上段)、利用回数 (下段)

前頁までにみてきたようなASEANの生活者たちが、実際

にどのような場所で買い物をしているか、という「消費の現

場」についての整理をしておきたい。

ASEANとマレーシアの消費市場 - 近代小売の浸透と拡大

近年のASEANにおける消費のトレンドを捉える上で欠かす

ことのできない視点として、昔ながらの家族経営型の小さな小

売店に代表される伝統小売 (Traditional Trade) に代わっ

てスーパーやコンビニエンスストアなどの近代小売 (Modern

Trade) が大きく浸透し始めている点を挙げることができる。

図表19に示した通り、近代小売は特にシンガポールやマ

レーシア、タイなど経済水準の比較的高い国々を中心にその

浸透が進んでいるが、今後もその水準はさらに加速度を増して

高まっていくだろう (同調査における日本の近代小売比率は

約80%)、

図表20は各国の消費者へのアンケートをベースにした数値

を整理したものであるが (利用率が80%を超えているものをハ

イライトした)、シンガポール、クアラルンプール、バンコク、マニラ

では2つ以上の近代小売チャネルの利用率が80%を超える数

値となっている。

図表18: ショッピングモールのフードコートは、中間層であふれかえる (マレーシア)

図表19: 食品小売店の近代小売比率 (2014年)

シンガポール

マレーシア

タイ

インドネシア

フィリピン

ベトナム

43%

45%

16%

28%

4%

71%

伝統小売 近代小売
主な交通手段
(利用が多い順)生鮮市場 近所の伝統的

小規模小売
食料雑貨店 スーパー

マーケット
ハイパー
マーケット

百貨店 ショッピング
モール

コンビニエンス
ストア

シンガポール
70% 61% 72% 98% 77% 88% 95% 86%

徒歩、バス
6.2 3.9 4.6 6.8 1.5 1.7 4.0 4.8

クアラルンプール
(マレーシア)

75% 64% 93% 65% 96% 78% 73% 81%
車、バイク

5.6 5.0 8.5 2.5 2.2 1.6 1.6 4.6

バンコク
(タイ)

83% 36% 96% 65% 94% 70% 60% 95%
徒歩、車、バイク

11.0 6.7 15.7 3.2 3.2 1.9 2.0 16.4

ジャカルタ
(インドネシア)

76% 92% 17% 42% 40% 27% 46% 10%
徒歩、バイク

9.8 17.7 13.0 1.6 1.0 0.8 1.1 1.8

マニラ
(フィリピン)

86% 86% 87% 81% 78% 81% 76% 69%
バス、車、徒歩

13.5 19.8 5.6 3.3 4.2 2.2 2.4 6.3

ホーチミン
(ベトナム)

92% 92% 41% 91% 49% 7% 12% 14%
バイク

13.3 9.3 3.2 2.6 1.5 0.8 0.8 1.7
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図表22: 総賃貸面積に基づくショッピングモールランキング

ASEANにおける近代小売の象徴は何と言っても巨大なショッ

ピングモールである。評論家の速水健朗氏がショッピングモールを

テーマに著した『都市と消費とディズニーの夢 ショッピングモーライ

ゼーションの時代』という書籍 で「世界一のショッピングモール先進

都市 」と評したクアラルンプールには、大小150ものショッピング

モールがあり、いまもその数を増やしている。

ASEANとマレーシアの消費市場 - Mall, Mall, Mall!

数だけではない。世界のショッピングモールを賃貸総面積

(Gross Leasable Area: GLA) の大きな順に並べると、上

位の多くをASEANのモールがランクインする。

ショッピングモールの存在が、人々の購買のみならず生活ス

タイルそのものに影響を与え、変化を及ぼしつつある (= ショッ

ピングモーライゼーション) のが、ASEANの消費のリアルである。

順位 モール名 国 都市 開業 総賃貸面積 総床面積 店舗数

1 Central Mall India Chandigarh 1947 659,612m2 892,000m2 1000+

2 Elante Mall India Chandigarh 2004 557,419m2 1000+

3 SM Tianjin China Tianjin 2016 540,000m2 1000+

4 SM City North EDSA Philippines Quezon City 1985 498,000m2 1000+

5 SM Megamall Philippines Mandaluyong 1991 474,000m2 1000+

6 SM Seaside City Cebu Philippines Cebu City 2015 470,490m2 600,000 447

7 Isfahan City Center Iran Isfahan 2012 465,000m2 770+

8 1 Utama Malaysia Damansara 1995 455,000m2 500,000m2 700+

9 Persian Gulf Complex Iran Shiraz 2012 450,000m2 550,000m2 2500+

10 CentralWorld Thailand Bangkok 1990 429,500m2 407,101m2 600

11 SM Mall of Asia Philippines Pasay City 2006 406,962m2 1000+

12 Mall of America United States Bloomington, Minnesota 1992 258,200m2 390,000m2 520

13 Siam Paragon Thailand Bangkok 2005 400,000m2 500,000m2 270+

14 Sunway Pyramid Malaysia Subang Jaya 1997 396,000m2 800+

15 Lotte World Mall South Korea Seoul 2014 383,470m2 826,450m2 1000+

16 Albrook Mall Panama Panama City 2003 380,000m2 555

17 Mal Taman Anggrek Indonesia Jakarta 1996 360,000m2 528

18 The Avenues Mall Kuwait Kuwait City 2007 357,000m2 412,709m2 800+

19 Fashion Island (Thailand) Thailand Bangkok 1995 350,000m2 300

T-19 West Edmonton Mall Canada Edmonton, Alberta 1981 350,000m2 490,000m2 800+

T-19 The Dubai Mall UAE Dubai 2008 350,000m2 1,124,000m2 1,200

T-20 Lucky One Mall Pakistan Karachi 2017 320,000m2 590,000m2 500+

T-20 Berjaya Times Square Malaysia Kuala Lumpur 2003 320,000m2 700,000m2 1,000+

T-20 Beijing Mall China Beijing 2005 320,000m2 440,000m2 600

T-21 Future Park Rangsit Thailand Pathum Thani 1995 280,000m2 500,000m2 900

図表21: クアラルンプール都心部のショッピングモールMAP

10km
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図表25: 各国主要外食チェーン

小売と同様に外食についてもASEANの消費者の視点でマー

ケットの概況を整理しておきたい。2015年のASEAN各国の一

人当たり外食支出の平均額を図表24に示した (単位が香港

ドルであるため注意が必要)。参考のため同調査において日本

はHKD1,443であったが、ASEAN各国との所得の差を考える

と、特にマレーシアやタイは外食に使う比率が大きいことが理解

できる。

ASEANとマレーシアの消費市場 - ASEANの外食シーン。現地勢力も健闘。

各国の具体的な外食プレイヤーについて理解するために主要

外食チェーンを図表22にまとめたが、グローバルなプレイヤーのみな

らず、各国それぞれにおいてローカル企業台頭も目立っている (色

付きのセル)。各社は自国のみならず、周辺のASEAN各国への

出店も進めており、ベトナムのコーヒーチェーン、チュングエン・コー

ヒーはタイ、シンガポールなどに出店するほか、世界60カ国にコー

ヒー豆、インスタントコーヒーを輸出している。

インドネシアのケバブ・トゥルキもフィリピン、マレーシア、中国に進

出済み。イスラム教徒の駐在員や旅行者が多い地域を中心に店

舗展開を進める戦略を取っている。フィリピン最大のファーストフー

ドチェーン、ジョリビー・フーズはシンガポール、ベトナムなど海外店

舗を627店運営しており、現在2割の海外売上高を将来5割に

引き上げる目標を持っている。米大手チェーンの東南アジア展開

ではKFCがマレーシアで首位、タイ、インドネシアで2位とその存在

感を示しており、イスラム教徒も含め宗教によらず摂取できる鶏肉

という食材の強さが表れている。

図表23: フィリピン最大の外食チェーン、ジョリビー (フィリピン)

1 2 3 4 5

シンガポール
マクドナルド サブウェイ スターバックスコーヒー KFC トースト・ボックス (カフェ)

130 122 106 81 51

マレーシア
KFC ピザハット マクドナルド オールド・タウン・ホワイト・コーヒー スターバックスコーヒー

590 357 301 210 190

タイ
カフェ・アマゾン KFC ダンキン・ドーナツ ブルーカップ・コーヒー スターバックスコーヒー

1,292 531 273 240 240

インドネシア

ケバブ・トゥルキ・ババ・
ラフィ

(ファストフード)
KFC ピザハット スターバックスコーヒー マクドナルド

1,254 500 313 198 160

フィリピン

ジョリビー (ファストフー
ド)

マン・イナサル (ファストフード) マクドナルド チョウキン (中華のファストフード) ミニット・バーガー

880 459 442 442 400

ベトナム
チュングエン・コーヒー ロッテリア KFC 1フット 30ザーイ ハイランズ・コーヒー

2,500 207 180 130 70

図表24: 一ヶ月の平均外食支出 (2015年)

シンガポール

マレーシア

タイ

インドネシア

フィリピン

ベトナム

HKD1,131

HKD959

HKD203

HKD484

HKD421

HKD1,747
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更には、ASEAN最大の人口を誇るインドネシアを将来的に

射程に捉えようとする企業にとっても、ムスリム人口が一定数存

在するマレーシアは重要である。中華系の割合も3割程度存

在することからも、ASEANのダイバーシティを体現するような国

ということもでき、前述の経済的な側面、地政学的な側面も含

めまさに「ASEANのゲートウェイ」とでも言うべき国となっている。

一方で、ダイバーシティと表裏一体である、民族間に存在す

る格差と緊張関係も理解しなければならない。図表14にはマ

レーシア国民の民族、宗教を分けて整理してあるが、大まかに

いえばマレー系とイスラム教徒、中華系と仏教徒、インド系とヒ

ンドゥー教とが対応すると言って良い。図表28に示したように、

最も大きなエスニックグループであるマレー系と、中華系との間に

は大きな経済格差が存在しているのである。

これまでさまざまな側面からASEAN各国を見てきたが、改めて各

国との比較の中でASEANという共同体の中におけるマレーシアという

国の位置づけ、特徴を整理したい。

これまでに見てきたとおり、一人当たりGDPはもとより、国民に占め

る中間層以上の所得層比率など一般的な経済指標で見るとマレー

シアはASEANにおいてシンガポールの次のポジションに位置している。

シンガポールの一人当たりGDPが既に日本 (や東京) のそれを超え

てしまっていることもあり、シンガポールはASEANにおいては非常に特

殊な国であるが (端的に言えば、シンガポールへの進出は、日本を

超える先進国での勝負を覚悟しなければならない)、一方で消費市

場としてASEANを捉える際に、所得や経済の水準は人口などのボ

リュームとは別の視点で非常に重要であり、マレーシアはその意味で

は日本企業がASEANを攻略するにあたって非常に重要な国と言っ

て良い。

マレーシアはASEANにおける交通の要にもなっている。図表15に

はマニラから各都市への飛行時間、航空運賃をまとめたが、クアラル

ンプールからアジア、中東、オーストラリアまでが6時間程度に収まる

上、図表17では上位5位の内3つのルートをクアラルンプール国際空

港を通るルートが占めるなど、東南アジアにおける交通の要としての

存在感も年々高まっている。

ASEANとマレーシアの消費市場 - マレーシア、ASEAN攻略の要。

図表26: クアラルンプールの中心地にそびえるペトロナスタワー (マレーシア)

図表27: クアラルンプールから各エリアへの所要時間

図表28: マレーシアのダイバーシティ

図表29: マレーシアの民族別年間世帯所得 (2014年)

平均

マレー系

中華系

インド系

その他

RM5,548

RM7,666

RM6,246

RM6,011

RM6,141
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マレーシアは13州と3連邦直轄領から構成され連邦制を採る。9州には世襲によるスル
ターン※1が存在しており、宗教・民族による州間の違いも大きい。首都や主要工業地域
は半島部に存在し、政治や経済の面でも半島マレーシアが中心的位置を占める。

マレーシアの基礎情報 – 地理

基礎情報 マレーシア地図

国土面積：約33万平方Km2(日本の約0.9倍)

人口 ：3,170万人

民族 ：マレー系(約67％)、中国系(約25％)

インド系(約7％)

公用語 ：マレ一語(公用語)、中国語、英語、
タミル語

気候 ：熱帯モンスーン気候
日中平均気温：27～33℃
(年較差は１～2℃)

行政区分：13の州と3つの連邦直轄領から構成

半島マレーシア ボルネオ島

※1：イスラム世界における君主号の一つ
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イスラム教が国教と定められており、マレー人は原則、イスラム教を信仰することが求めら
れる。但し、近年の若年層を中心に、宗教が国政で定められることに懐疑的な層も存在。

マレーシアの基礎情報 – 宗教

宗教比率

• イスラム教(連邦の宗教)(61.3％)

• 仏教(19.8％)

• キリスト教(9.2％)

• ヒンドゥー教(6.3％)

国教としてのイスラム教

• マレーシアでは連邦憲法11条で「信教の自由」が定めら
れている一方で、同憲法160条のマレー人の定義では
「マレー人とはイスラムを信仰し、日常的にマレー語を話
し、マレー人の慣習に従うもののことである」と定義。この
定義に従い、プミプトラ政策上の優遇措置を適用

• イスラム教徒と婚姻関係を結んだ場合、非ムスリムも必
ずイスラムへ改宗し、イスラム風の名前を名乗らなければ
ならない

• 実際は非ムスリムの先住民族や、他民族でもムスリム信
仰を行う人がいるなど、かならずしもムスリム＝マレー人で
はないものの例外的

出所： 各種公知情報

基礎情報 マレーシアの若者と宗教

• 2012年に行った現地メディアの街頭調査によると、多く
のマレー人の若者が、民族よりも宗教を自分のアイデン
ティティの拠り所だと考えている一方、宗教が政治化され
すぎていると感じており、もっと宗教を個人の問題として
捉えるべきと指摘

→ 若年層を中心に宗教が国政で定められているこ
とに懐疑的な層も存在

海外旅行時のハラール対応

• 民間会社が行ったアンケートでは、日本が非イスラム国
ということもあり、ハラル認証マークがなくても食品にアル
コールと豚肉が含まれていなければ問題ないというマレー
シア人の回答が大多数

→ 日本は非イスラム国であるため、食物や祈りに
関して戒律が守れないことを前提に旅行。但し
自国内での対応は別と考えられている
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62%

21%

6%

1% 10%

マレー系・プミプトラ 中国系 インド系 その他 マレーシア人以外

マレーシアの民族構成はマレー系が約6割を占めるものの、経済活動が発展する上位3
州および連邦直轄領である首都クアラルンプールは中華系マレーシア人が集中している。

マレーシアの基礎情報 – 人口動態

民族別 人口構成比率 州別 民族構成(2016年)

2016年
合計

31百万人

マレー系 中国系 インド系 その他 人口

州

1 ジョホール 54% 30% 6% 10% 3,655

2 ケダ 76% 12% 7% 5% 2,121

3 クランタン 93% 3% 0% 4% 1,797

4 マラッカ 65% 24% 6% 6% 902

5 ネグリセンビラン 57% 21% 14% 8% 1,100

6 パハン 75% 14% 4% 7% 1,628

7 ペナン 41% 40% 10% 9% 1,719

8 ペラ 56% 28% 11% 4% 2,483

9 ペルリス 86% 8% 1% 5% 251

10 セランゴール 53% 25% 11% 11% 6,298

11 トレンガヌ 94% 2% 0% 3% 1,184

12 サバ 59% 8% 0% 33% 3,813

13 サラワク 71% 22% 0% 7% 2,741

直轄

1 クアラルンプール 40% 37% 8% 15% 1,787

2 ラブアン 77% 10% 1% 13% 98

3 プトラジャヤ 62% 21% 6% 11% 83

出所： マレーシア統計局
出所： マレーシア統計局
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都市部と農村部の平均世帯収入の格差は存在するものの、所得水準は向上。経済活
動が発達し、中華系マレーシア人が多い上位3州は平均世帯収入も高く、民族別で見
た場合も中華系マレーシア人の所得水準が最も高い。

マレーシアの基礎情報 – 世帯収入

平均世帯収入/月収 平均世帯収入/月収

民族別

2012 2014 CAGR

州

1 ペルリス 2,387 3,500 21.1%

2 ジョホール 3,650 5,197 19.3%

3 ケダ 2,633 3,451 14.5%

4 サバ 2,860 3,745 14.4%

5 ペラ 2,685 3,451 13.4%

6 マラッカ 3,923 5,029 13.2%

7 トレンガヌ 3,034 3,777 11.6%

8 サラワク 3,047 3,778 11.4%

9 クランタン 2,276 2,716 9.2%

10 ペナン 4,039 4,702 7.9%

11 セランゴール 5,353 6,214 7.7%

12 ネグリセンビラン 3,575 4,128 7.5%

13 パハン 3,067 3,389 5.1%

直轄

1 クアラルンプール 5,847 7,620 14.2%

2 ラプアン島 5,063 5,684 6.0%

3 プトラジャヤ 6,486 7,512 7.6%

(単位：1MR)都市・農村部

州別

(単位：1MR)

(単位：1MR)

出所： マレーシア統計局
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24%

19%

15%
5%

5%

32%

住居・水道光熱費・その他燃料 食品およびノンアルコール飲料

交通 通信

娯楽サービス・教養 その他

平均世帯収入推移と消費者物価の上昇はほぼ連動。また世帯支出では、住居費(水
道光熱費含む)に次いで、食品支出割合が多い。

マレーシアの基礎情報 – 世帯収入/世帯支出

一か月あたりの世帯支出平均額 内訳平均世帯収入推移

消費者物価推移

(単位：1MR)

2014年
世帯平均支出
3,578MR

出所： マレーシア統計局
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マレーシアは中間層以上の人口が厚く、また平均年齢が28歳と人口構成が若く、生産
年齢人口(15～64歳)も70%と高いため、旺盛な購買意欲は当面続くと予想。

マレーシアの基礎情報 – 所得分布

ASEAN六か国の所得別人口分布 人口ピラミッド（2016年）

男 女

1%

9%

31%

33%

38%

63%

22%

64%

65%

63%

59%

35%

78%

27%

4%

4%

3%

1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

シンガポール

マレーシア

タイ

フィリピン

インドネシア

ベトナム

低所得者層 中間層 高所得者層

出所：「ASEANの消費者変化をとらえる視点」 NRI (知的資産創造 2015年7月号)

数字は2015年4月時点での2015年予測値

• 人口 3,166万人(2016年)

• 平均年齢 28.0歳(2016年)

• 30歳未満人口 53.9%(2016年)

• 65歳以上人口 6.0%(2016年)

• 生産人口(15歳以上65歳未満)69.4%(2016年)
出所： マレーシア統計局

(単位：千人)

所得層の定義

富裕層：35,000米ドル以上

中間層： 5,000米ドル以上35,000米ドル未満

低所得者層： 5,000米ドル未満
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2013年7月以降のビザ解禁後、マレーシア人の訪日客数は急増。日本での滞在中に
日本食を食してファンになるケースも多い。日本への関心事項では、生活様式や食文化
が上位であり、日本食への関心の高さが伺える。

マレーシアの基礎情報 – 訪日客数

(単位：千人)

短期滞在者に限り、
ビザ免除措置を開始

マレーシア人の訪日客数推移 日本についてもっと知りたい分野
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出所：日本政府観光局 出所：外務省 平成25年度 「ASEAN 対日意識調査」
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31%

14%

12%

7%
4%

電子機器 鉱物性燃料及び鉱物油 原子炉、ボイラー、機械類

動物性又は植物性の油脂 光学機器・精密機器類

28%

12%

10%

4%
3%

電子機器 原子炉、ボイラー、機械類 鉱物性燃料及び鉱物油

プラスチック及びその製品 車両並びにその部品（鉄道用以外）

33%

25%

6%

5%
4%

鉱物性燃料及び鉱物油 電子機器 原子炉、ボイラー、機械類

木材及びその製品並びに木炭 光学機器・精密機器類

27%

16%

13%

6%

5%

電子機器 原子炉、ボイラー、機械類 車両並びにその部品（鉄道用以外） 鉄鋼 プラスチック及びその製品

マレーシアの対日輸出は液化天然ガス(LNG)等のエネルギー関連(鉱物性燃料)が過
半を占める一方で、日本の対マレーシア輸出は電気・電子関連製品が約2割を占め、食
品の割合は少ない。

マレーシア マクロ概況(貿易)

マレーシアの主要輸出入品目

全体 対日

輸出

輸入

輸出

輸入

2016年
7,859億

MR

2016年
633億

MR

2016年
570億

MR

2016年
6,987億

MR

出所：マレーシア統計局


